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1は じ め に
景気の低迷が長引 く中,現在の日本の雇用状況も依然 として厳 しさが目立つ。
最近数年間の失業率,失 業期間は上昇傾向にあることが このことを示 している。
だが現在の雇用状況の厳 しさは単に不況に伴 う労働需要の不足に起因するもの
ではなく,労働者 と企業の間の ミスマ ッチが影響を及ぼ していることは無視で
きない。近年の構造的 ・摩擦的失業率は約2賂 程度で推移 してお り,緩やかな
がら上昇傾向にある。特に今後の日本経済においては産業構造の変化という点
からもこの点.は留意すべきである。















定 するのか,そ して それ と共 に失業率や失業期 間は どのよ うに変化す るのか に
ついて考 えてい きたい。
企業,あ るいは労働者が どのよ うに して人的資 本へ の投資 を行 うか について
は今 日まで多 くの理論 的,実 証的研 究が なされて きた。その先駆 的な もの とし
て はまずBecker[1993]が挙 げ られ る。 それ によれ ば企業 は労働者 の隼産性
を高め るため に,一 方労働者 は生.産性.ヒ昇 に基づ く賃 金の上昇 を期待 して訓練
を行 う。だが このモデ ルでの訓練 は企業特殊訓練で あって一般 訓練 ではない。
というの も ・般訓練 を受 けた労働 者は他企業 に移 り,そ こで生産性 に等 しい賃
金を得,一 方転職先 の企業 はコ.ストを負担す る ことな く生産性の高い労働者 を
雇用す る.ことがで きるか らであ る。それ故 にベ ッカーのモデルにおいて は企 業
特 殊訓練が 主 となる。.そし.て「般訓練 に対 す る投資 は労働者が借入制約下 にあ
り,訓 練 の コ.ストを負担で きない場合 には過少 にな る.可能性が あ り,か つその
ために転職を行 いに くくなる。
そのため,ベ ッカー以 降の研究 において は企業が一般 訓練 の コス トを負担 し
てい るか否かが関心 を呼 び,理 論 的,実 証的研 究が行われた結果,企 業 は一般
訓練の コス トを負担 する とい うこ とが示 されてい る。例 えば理論 的な側面 にお
い てKatzandZiderman[1990]は潜在 的な雇用者が他企 業で雇 用 され ている
労働者の受 ける訓練の量 ・質について充分 な情報 を持 ってい ない場合はその訓
練 を受 けた労働者 に対す る評価は訓練 を行 う企業 よ りも低い としてい る。 よっ
て,も しあ る企業が現在雇用 している労働者 は他企業 におい ては限界生産性 に
等 しい賃金が得 られ ないはずだ と考え るな らば一般訓練 のコス トの一部,あ る
いは全て を負担 す ると述べてい る。 また,Pichler[1993]は技術 進歩 に重点 を
置 いたモデルを提示 してい る。技術革新の発 達が産業においては労働者が現在
保 有 してい る知 識 ・技術 は陳腐化す るス ピー ドが速い。そのため労働者 は賃金
が相対 的 に低 くとも継続 的に訓練 を受 けることので きる企業 での雇用 を選択 し,
..一時的 に賃 金が高 くて も訓練 コス トを負担 しない企業への転 職は行 わない とし







[1990]の公 正賃 金 ・努力仮説,あ るいは既存 の技術 も新 技術 も簡単 に模倣で
きるものではないので限界生産性 に等 しい賃金を提 示する新規参 入企業 は存在
しに くい,と い う仮定か ら も説明 されてい る。さ らに最近 の理論 的研究 と して
Acemoglu[1997],AcemogluandPischke[1998],[1999]がある。彼 らのモ
デルで は非競争的な労働 市場 を仮 定 している。 この時賃金が何 らかの原因で圧
縮 されていれば,つ ま り限界生産性以..下.の賃金であれば企業は一般訓練 を行 う
コ.ストを負 担する ことを示 している。つ ま り賃金が圧縮 され るほ ど訓練実施 に
よ る生産性L昇 の多 くを得 ることがで きるので企 業は一般訓練 の コス ト負担 を
行 うイ ンセ ンテ ィブを持つ と してい る。
なぜ賃金が圧縮 され るのか につい.ては彼 らはい くつか の理 由を示唆 している。
例 えば労働.者の能力 についての現雇用者 と潜在的雇用 者の間の情報 の非対称性
の存在,ジ ョブサーチの枠組み におい ては企業 と労働者が共 にバーゲニ ングに
よるレソ トを得 るため,あ るい は効 率賃 金,最 低賃金 の存在が賃金圧縮の原因
と考 え られ ている。
一方,実 証研 究 において.企業 に よる一般訓練の.コス ト負担を示 している もの
と しては.LoewensteinandSpletzer[1998],Pischke[1996]等が あ り.,企業
が行 う トレーニ ングの多 くは一般訓練の特徴 を持 っている ことが示 され てい る。
また,OECD[1999]においては この よ うな実証結果が示 され る理 由について
企業特殊訓練 と.般 訓練の補完性,あ るいは企業特殊訓練,一 般訓練共 に双方
の性質 を有 してい ることを挙げている。
企業特殊訓練であれ,一 般訓練で あれ企業 は労働 者の生産性 を高 めるべ く訓
緯 を行 う。だがAcemogluandPischke[1998]等に も示 され てい るよ うに一








うか,そ してそれらはどのような効果をもたらすかについて も検討 してい く。
ところで労働市場政策は大きく分けて消極的労働市場政策 と積極的労働.市場








一方,後者は税収などを利用 して労働移動,雇 用調整を円滑に進めるべ く企

















水準 の上昇 は解雇 コス トの増加 に等 し くそのために雇用喪失 は減少す るものの
雇用創 出にマイナ.スの効果を もた らす可能性 がある。 また失業保険の給付 額 ・
給付期 間の増加(あ るいは余暇の価値 の増加)は 失業者の求職意欲 を削 ぐ可能
性があ る。 この ような失業保 険の もたらす効果 について は欧米で特 に問題視 さ
れてい るが,擂 木[1999]では 日本 においては失業保険の充実が失業率 の..L昇
や失業の長期 化につなが りやす いとは言 えない と指摘 してい る。一方,訓 練 に
毫.つ いては雇用保護 が充実すれば つ ま り長期 の雇用 関係 が成立 すれ ば訓練 に対
.憲ノ する投 資 も増加す ると.考えられ る。だが,一 方ではイ ンサイ ダーで ある被 雇用
.善 者の知識 ・技術が増す ことはアウ トサ イダーであ る失業者 を雇用す る必要性 を
減 じ,彼 らの失業期間が長 くな るとい う効果 を持つ可能性があ る。 さらには雇
用保護 の水準が大 き くなると企 業の採用行動 は慎重 にな り,特 に低学歴,未 熟
練,高 齢 の求職者の就 職機 会が制約 を受 けるこ とになる。
先進国の中で もヨー ロリパ各 国は(イ ギ リスを除 く)長.く消極 的労働市場政
.さ 策 を重視 していたが1980年代以 降の失業率の上昇 に伴 い,政 策 の もた らす マ.イ
ナスの効 果について注 口が集 まるよ うになった。例 えば,BentolilaandBerto-
la[1990],BentolilaandSaint-Paul[1994]では解雇 コス トが労働需 要,雇 用
量 に与 え る効果 につ い て考 察 してい る。MortensenandPissarides(1999a],
[19996)では消極的労働市場政策が失業率 に与え る効果,及 び消極的労働 市場
政策 と積極的労働市場 政策の組み合わせ の効果が論 じられてい る。 日本におい
ては先述 した ように労働市場政策への財政支出それ 自体 も失業率 も低 い水準で
推 移 レていたために ヨーロ ッパ各国で問題 とされて きた ような議 論は少 なか っ





まず,次 の第 π節では日本を含めたOECD主 要国の労働市場の現状を概観
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す る。 そこで は失業率や失業期間,企 業内訓練 の在 り方 に注 目 し,.各国毎 にど
のよ うな違いがあ るのか見てい く。同様 に各国におい てどのような労働 市場政
策が行われてい るのか にも注意を払 い,後 の節で言及す る政策効果の検討の参
考 とす る。第 皿節ではモデルを紹介 し,そ の特徴 について触れ る。その際注 目
す るのは.企業 と労働者の.バー ゲ ニ ングパ ワー,及 び生産性 シ ョックの生 じる確
率で ある.こ の2つ の値の変化 が失 業率や失業期 間,訓 練 に与 える影響 につい
日本,ア メ リカ,.ヨー ロ ッパの現状 をどう捉 え得 るのかを考え る。
第1V節で は実際 に労働 市場 政策を行 った場合 の政策効果 について検 討 し,今 後
の労働市場政策の在 り方について考 えていきたい。労働市場政策は消極 的労働
市場政策 と積極的労働.市場 政策を考 える。前者 については解雇 コ.ストの効果 を,
後者 については訓練 コス トへの補助 を取hF.げる。第V節 では本稿の結 果を概
よ り具体的に積極 的労働市場政策 の実施方法について触 れてい く。
11日本及び欧米の現状
本節 で は い くつ か の実 証研 究 に よって1980年代 か ら1990年代 にか けて の
OECD、加盟国 の労働市 場政策,失 業率,失 業期 間さ らに企 業内訓練 の在 り方
につし.・て概 観 し,各 国別の差異 を見 てい く。 これ ら国別の違 いは後 の節で述べ
るモデルのパ ラメー ターの違い,あ るい は政策上の違 いか ら生 じる と考 える こ
とがで きるが各国ご との制度,経 済環境か らも影響 を受 ける ことは言 うまで も
まず失業率及び失業期 間につ いて見てい く。OECD[1995]には主 要国別 の
失業 プー ルにはい る確率及 び出 る確 率が示 され てい る1〕。それ による と日本 は
アメリカ と比較す ると失業 プー ルに入 る確率 は低 い ものの,失 業 プールか ら出
る確率 もア メ リカよ り低 い(第1表,第2表 参照)。 なお,こ の.傾向は他 の
失業 プールに入る確 率 とは,新 たに失業者 となった者(失 業者 にな って1ヶ 月以内の)の,労
働力人[に 占め る割合である。また失業プールを出る確率 とは,失 業者でな くな った.者(新たに
失業者 となった者か ら失業者の純増(減)を 引い た数〉 を失業者全体で割った割合である。
熟.塾
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ヨーロ ッパ諸 国に も共通 してい る。
つま り日本は失業 しに くいが,い ったん失業 する と再就職が難 しく失業期 間
も長期 化する特徴 を持 ってい ると言える。また,1980年代半 ばか ら1990年代 半
ばにかけて 日本で.は失業 プールか ら出 る確率 は低下 しているが失業 プールに入
る確率 は余 り変化 しておらず,失 業期 間の増加傾 向が 見て取れ る。
次 に労働 者が受 ける訓練 につい て見 てい く。OECD[1991]では訓練受講 率
を年齢別,職 種別,技 能別 などで提示 し主要国間で の比較 を してい る。だが,
調査対象期 間の違い などか ら単純 な比較 はで きない。そ こで 『平成8年 版 労
働 白書』(労働省[1996])では 日本 とアメリカに関 して 「現在 の職 に就 いてか
らの受講 率」 を比較 して い る%ま ず職 種別 に見 た場合 ホ ワイ トカラー,ブ
ルーカラー共 に日本 にお ける訓練受講率 はアメ リカよ りも.高い。 また 日本,ア
メ リカ共 にホワイ トカラーの受講率 はブル』カラー よ りも高 く,ブ ルー カラー
内で も技能労働 者の受講率は無技 能労働者 よ りも高い。 ホワイ トカラー ・高位
の受講率 は日本の場 合約80%,ア メリカで は約60%であ る。ホ ワイ トカラー 」
低位の受講率はそれぞれ約70%,約30%となってい る。 ブルー カラー ・技能者
2)労 働 者 の 階 層 につ い てはOECD[1991]と同 じで あ り,次 の よ うに な って い る。 ア メ リ カの ホ
ワ イ トカ ラ ・ー高 位 とはProfessionalspeciality,ホワ イ トカ ラー 低 位 はAdministrativesupport,
iHcludjngclヒ■ialとして 定 義 さ れ て い る。 ブ ル ー カ ラー ・技 能 労働 者 はPrecisionproduction,
craftandrepair,ブル ー カ ラー ・無 技 能 労 働 者 はHan(皿㎝,labourers,helpersandequipment
cl聞肥rsと して 定 義 さ れ て い 翫
日本 の ホ ワ イ トカ ラー は 高 位 と はManagcrsandsupervisqrs,ホワ イ トカ ラー 低 位 はC】じriしlal
と定 義 して い る 。 ブ ル ・一カ ラ・一・技 能 労 働 者 はSkilledbluecollarinconstruction,transpo縣・
加nandcommunic面〔m,ブ 」レー カ ラー ・無 技 能 労 働 者 はNQn8pecl免d〔,ther〔bccuμ邑ti(msとし
て 定 義 さ れ てい る,
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の受講率は 日本では約70%,ア メ リカで は約40%,ブ ルー カラー ・無技能者 の
受講率は.各々 約70%,約15%である。 さらに勤続 年数別に見 て も日本で の受講
率は アメ リカよ りも高 く,企 業 内訓練 についての差異が明確 に表れ ている。勤
続年数が ユ年未満 の労働者 も勤続年数が10年以上の労働者 も日本で は訓練受講
.率は80%近 くある。一方,ア メ リカ℃ は受講率が最 も高い勤続年数が20年以上
の者で もその値 は30%程度で ある。
OECD[1993]でも勤 続年数に よる訓練 の違い につ いて触 れ,勤 続 年数が長
いほ ど訓練が広 く厚 く行われ てい ることを示 し,そ うした国の例 として日本 を
挙げ,逆 の例 としてアメ リカを挙げてい る。 日本では各勤続年数 の階層 におい
て70%以上の者が企業 による訓練 を受 けてい るが,ア メリカで は受講率が最 も
高い勤続20年以 上の者で も26%程度 の者 しか訓練 を受 けていない。先 の失業
プールに入る確率 と出る確率 も合わせて考え ると,こ れ らの事実が示唆す る と
ころは勤緯 年数が長 ζ,転 職や解雇の可能性 が少ないほ ど企業 は訓練 コス トを
回収 しや す くなるため訓練 を よ り多 く行 うこ とがで きる とい うこ とであ る。
よって自己都合で あれ,.会社都合であれ何 らかの原 因で解雇 ・離職 の可能性が
高ま.れば訓練 の水準 は ドが ることにな り,.より多 く.の知識 ・技術 の取得 も行い
に くくなる。故 にアメ リカにおいて訓練 の水準 が低 いのは既 に述べ たよ うに日
本あるいは ヨーロ ッパ.各国 に比べて解雇 ・離職 が生 じやす い と言 うことが背景
の一つにある と考 えられ る。 また,逆 に言えば政 策によって勤続年数 を長 くで
きれば訓練増加 の可能性があ ると言 える。後 の節 で述べ るモデルで は本節で概
観 した事実が どの程度説明可能であ るか,ま た望 ま しい政策 の在 り方 について
検討す る。
で は,現 在OECD.各 国で は どれほ どの労働市場政策が実施 され てい るのか
簡.単に見 てい く。 まず労働 市場 政策の内,消 極 的労働市場政策,そ の中で も本
稿 で考 え る雇 用保護 政策 につ い て見 てい く。OECD[1999]では主 要各 国の
様 々な雇用保護政策 を包括 的 に捉 え,そ れ らの大 きさが指標 を用いて表 されて
いる。 それ によれば雇用保護政策の水準 が最 も高 いのは南 ヨー ロ ッパ(ス ペ イ
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ン,ポ ル トガ ル,.イタ リア等)及 びフラ.ンスと ドイツであ る。逆 に最 も低い水
準にあるのはアメ リカ,イ ギ リス等であ り,日 本はそれ らの問にある。 また,
OECD[1994],Bertola[1990】で もほぼ同様 の傾 向 を確 認す るこ とが で きる.。
つ ま り大 陸 ヨー.ロッパ諸 国 は雇用 保護 に重 点 を置 き,ア ングロサ クソ ン系 の
国々ではあま り重要視 され てい ない と言え る。 日本はそれ らの間にある ものの,
大陸 ヨー ロ ッパと比較す るとその程 度は低 い と言 える。
次 に積極 的労働市場政策 について見 てい くが,先 に触れた よ うに日本 を含め
た各国において,労 働 市場政策支出全体 に占める積極的労働 市場 政策の割合 は
大 き くない。だがその支出額は増加傾 向にある。 この ことは1980年代 以降,労
働市場 の構造的問題 を克服 せねばな らない と広 く認識 さ.れるようにな った結果
だろ う。積極 的労働 市場 政策 の内容 につい て もう少 し詳 し く見てい くとヨー
ロ ッパ諸国,あ るいは ア.メリカ と比較す ると 日本 は積極 的労働市場政策へ の支
出額全体 に占め る訓練 への補助 の割合が小 さいが,雇 用補助 への割合 はやや高
く,労 働 者 に対す る訓練実施 の支援 とい う観点はやや薄い ようで ある。 これ は
日本企業 は従 来か ら企業 内訓練が盛 んに行 われて来たか らか もしれ ない。 そこ.
で後の節では訓練 に対す る補助 を充実 させた場合 を想定 し,上 で述べ た失業や
訓練 の在 り方が雇用保護政策 と訓練 コス トへの補助 とい う2つ の政策の採用 に
よって どのよ うな影響 を持つか検討 してい く。
IIIモ デ ル
,
本 節で はモデ ルの導入 及 びその特徴 につ いて述べ る。 基本 とな るモデルは
Pissarides[1990]等のサーチ とマ ッチ ングのモデ ルで あ る%さ らに,解 雇 に
際 しては解雇 コス トを必 要 とし,訓 練 コス トは最初の期 に一括 して負担される
と仮定す る。賃金 はナ ッシュの交渉解 の形で与 えられ,後 に ジ ョブマ ッチに対
3)サ ー チ とマ ッチ ング の モ デ ル を応 用 して失 業,.人的 資 本 へ の投 資,政 策 効 果 を論 じた も のの 例
と して 他 に もChangandWa㎎[1995ユ,HoganandRagan[1948],MQ庶ns旧踊ndPi蜘ride5
[1994]、[1999a],[19996]等が あ るQ
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す る生産性 シ ョックが ある ことを考慮 しつつ再び賃金交渉を行 う。この場合,
当初の賃金 に訓練 の実施 と解雇 コス トが存在す る分だけ小 さ くなるが,こ の賃
金 をあ る期 間の間受 け,そ の後 に再 び賃金女 渉を行 う契 約 を考 え る。そ して
MortensenandPissarides[1999a],[1999b]と同様 に この時の賃金が それ以 降
は維持 され ると仮定 す る。 この再交渉後の賃金 は後で見 るように解雇 コス トが.
存在す る分だ け上昇す る。
また,労 働 人口 は一定 とし,企 業 は未充足の職の価値がゼ ロにな るまで職を
提供 し続 ける。つ ま り企 業が 自由に労働市場 に参加 して職 を作 ることがで きる
とす る と,そ の.未充足の職の価値 が正 の場合 はよ り多 くの職 を作 るべ きであ り
逆 に負 の価値であれば未充足 の職 を減 らす ことになる。 よって均衡で は未充足
の職 め価値が ゼロになる。
なお,労 働者が職 に就 く確 率,企 業 が労働者 を雇用す る確率,生 産性 シ ョッ
クが生 じる確率 はそれぞれ ポアソン過程 に従 うと仮定す る。
1モ デルのセットアップ
まず,労 働.市場 におけるジ ョブサ ーチ を描写 す る方法 としてマ ッチ ング関数
を定義す る。労働市場 において労働者は職 を探 し,企 業 は労働者 を求 めてい る。
そ の結 果新た に生 み出 され る職の組み合 わせを 蝋 麗,の とい う関数 で表す。
ここで 鋸お よび"は それぞれ失業率 と職 の未充足率で ある。さ らにマ ッチ ン
グ関数は凹の増加 関数で あ り,な おかつ1次 同次 関数 とす る。
また,こ こで考 える経済 はジ ョブマ ッチ に対 す る生産性 シ ョックを伴 うもの
であ るとす る。 この.ショックは従来 の生産形態,訓 練 内容,.社内組織 の在 り方
等 に影響 を与 え,生 産性 の維持 ・上昇のため にはそれ らへの対応 を必要 とす る
ものであ る。 シ ョックは単位 時 間当た り δの確率 で訪れ,そ の シ ョッ.クの大.
きさ 皿は θ(r)とい う分布 関数 に従 う とし,な おかつ 以前 実現 した値 とは独
立 であ る と仮 定 す る。 また,こ の分布 関 数がサ ポー トす る範 囲は 躍∈[0,1]
と仮定す る。 この生産性 シ ョックが生 じた場合 シ ョックの大 きさがある水準以
??
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下だ とその時点で雇用 している労働 者 を解雇す る もの とす る。
次 に先 ほ どのマ ッチ ング関数か ら,単 位時 間当た りの労働者 にとって職が見
つか る確率 と企業が労働 者 を得 て未充足 の職 を埋め る確率 を定義す る。まず.前
者 は
λ=卿(π ・の
で あ り,一 方,後 者 は
.彫(麗,のμ=
とす る。 なおかつマ ッチ ング関数は1次 同次 関数で あることか ら
耀(u,v)m(1,θ)λμξ
ひ θ 万




次 に生産 関数,訓練 コス トにつ いて簡単 に触れ る。 生産関数 は訓練(一 一般 訓
練 を含む〉τの増加関数かつ凹関数 と定義 し,∫(τ)で表す。生産要素 として資
本ス トックは簡単化 のため省略す る。 また,∫'(τ)>0とす る。訓練 コス トも τ
の増加 関数であ り,C(τ)と表 し,c'(τ)>0かつC"(τ)>0であ る凸関数 とす
る。 さらにC'(0)=C(0)三〇かつ1im帥C♂(τ)=。。とす る。なお賃金関数 は τ
の増加関数 とす る。
また,企 業は未充足 の職 を埋め るため にはそれ に適 した労働者 を労働市場 に
おい て探 さな くてはい けないが,そ のための単位時 間当た りの募 集 コス トを
の と置 き一定 とす る。 さらに,企 業は労働者 を解雇 す る際 に解雇 コス トとし
て労働者1人 当た り一定のrを 負担す ると仮定す る。但 し,こ のrは 企業 か
ら解雇 され る労働者へ の所得移転,つ ま り退職金支払 い等で はない4;7'は雇用
保護政策 によって解雇時 に課 され る もの,あ るいはその他解雇 に伴 うコス トと
して定義 される。
4)Morten5en皿dPissarides[1999a1によ る と退 職 金 支 払 い の効 果 は 賃 金 交 渉 の過 程 で 労 働 者 が
あ らか じめ 低 い 賃 金 を受 け.入れ る こ とで 相 殺 され る。
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一方,労 働者が失 業状 態にある ときは賃金 は得 られない ものの,余 暇 の価値
を得 る。あ る、・は失業期 間中に得 られ る生活保護,他 の 世帯員 の所得,自 営業
を行 うこ とに よる所得,預 貯金等 か ら職探 しの コス トを引 いた もの と して ぬ
を得 るもの とす る。
さ らに,MortensenandPissarides[1999a】,[1999b]等と同 じ く本 稿で は
on-the-job-searchは考慮 しないモ デルとす る。 また同様 に労働者が いか に して
賃金 を消費 と貯蓄 に振 り分け るか につ いての考察 もここでは簡単化 のために省
略す る。以上の条件 の下で次 ではモデルを展開 してい きたい。
2モ デルの展開
生産性 シ ョックが生 じる前 の状 態 を0と い う添字 で表す。企業 が労働者 を
雇用 す るこ とによ って得 られ る将来 にわ たっての利益 の現 在価値 を 怖o・と置
くと,
・怖　 π・)一・・(・)・・[鳥 玲(・・)・㈹ 一蜘 ・一祠(・)
と表 され る。RFは 労働 者を解 雇す るか否か リザベー シ ョンとな るシ ョックの
大 きさを表 す。また,労 働者が雇用 され ることか ら得 る将来 にわた っての効用
の現在価値 をVEOと置 くと
・臨 　 (の・・[瓜聡岡 ・・ゆ)・σ(・覗 一祠(・)
と表される。上の2式 において 怖(のは企業 にとって生産性ショックが生 じ
た後 も労働者を雇用 し続けることの価値であ り,セ』(のは労働者にとって生産

















益 と同 じ価値 を生む資産があ ると想 定す る。その配当 は∫(τ)一婦 τ)であ る。
次 に キャ ピタルゲイ ン(も し くはキ ャ ピタル ロス)に つ いて考 え る。生産性
シ ョックの大 きさがRF以 上 なら雇用 関係 が維持 され るためにその資 産の価値
は(4)式右辺の括弧内の第1項 であ る。生産性 シ ョックの大 きさがRF以 下 な
ら解雇す るために解雇 コス ト τ を負担 し,右 辺 の括 弧内第2項 として表 され
る。そ して生産性 ショックが無 ければ 怖。とい う価 値 を得 て,括 弧 内第3項
として表される。生産性 シ ョックが生 じた ときの資 産価値 の期待値,つ ま り右
辺括弧1.勺の第1項 と第2項 の利,と 第3項 の差 は シ ョックが確率 δで生 じた
ときに発生 し,そ れが キャピタル ゲイン(も しくはキ ャピタルロス)で あ る。
そ し.て配 当 とキ ャピタルゲイン(も しくはキ ャピタルロス)の 和 が資産の収益
と等 しくなってい る。 これは他 の式 につ いて も同様 の解釈 が成 り立 つ。
また,当 初の契約後に決ま る生産性 ショックを考慮 した賃金交渉の結果決定






が成 り立つ。同様 に して%は
7骸1=ぬ十λ[VEO-vl〔8)
と表 され る。 また,企 業が新 たに職 を作 り労働者を募集する ことか ら得 られ る




と表 され る。なお,吟 は 白山参 入条件 によってW=0が 成 り立つ。
次 に賃金交渉 につ いて見 てい く。 まず,企 業 と労働者が労働市場 で最初 に互
いに マ ッチ した場 合 は労働 者 のバー ゲニ ングパ ワー を β(0〈β〈1),企業 の
バーゲニ ングパ ワーを1一 β とす ると,
躍。=argmax[掩。哩 。]β[怖。一レゾC(τ)]'一e(10)
によ って決定 され る。労働者 に とって交 渉成立か ら得 る利得 は 砺。,交渉が不
成立 の時 の利益,い わ ばアウ トサイ ドオ.プションは 玲 であ る。同様 に企業に
とって前者 はVFO-C(τ),後者はVvと なってい る。
w,(r)=W(τ)一δτ」一β(7+西)C(τ)+(1一β)7yσ(11)
とな る。 このよ うに決定 され る賃 金は訓練 コス トが含 まれてい る分だ け小 さ く
な ってお り,当 初 は低い賃金 を得 るとい う形で訓練 コス トを負担 してい.る。
先 に述 べたよ うに生産性 シ ョックを考慮 しつつ再 び賃金交渉が行われ るので,
先 と同様 にナ ッシュ ・バ ーゲニ ングによって
砂(・,.・)一argm・x[玲ω 一蹉。】β[VAT)一γ.+丹一β(12)
とな る。 ここでは訓練 コス トはサ ンクコ.ストにな っているので考慮 され ない。
また,企 業に とっては交渉が失敗 に終わ った とき得 られ る利得 は解雇 コス トの
支払い,つ ま りTで ある。結果,賃 金 関数 は
躍(z,x)三βrが(τ)+アη+(1一β)γレ箸(13)
とな る。 この賃金 は既 に訓練 コス トには左 右 されない ものの,解 雇 コス トが存
在す る分 だけ上昇す る。
ところで,企 業 は労働 者 を解雇す る際 に解雇 コス トTを 負担 しな くて はい
けない と仮定 した。それ故 に,シ ョ ックの水準が1～Fのときは労働者 を解雇す
ることと雇用 し続 ける ことは同 じ価値 を持つのでjobdestructi⑪nconditionと
して次式が成 り立 つ。
照 τ,1～。)=一τ.(14)









と な り 置 で 微 分 す る と,(叶 の レ'F(τ,」)=(1一β)f(r)かつ,怖(τ,1ぞF)-一 τ
な の で'
聴 ・)一(1ラ響 τ)(・一R・)一丁(16)
を導 き出せ る51。さらに(14)式,(15)式,(16)式か ら次式 を導 出す ることがで
きる。
俸 ・げ(・)…+鷺 盛 。(・一・・)・②(・7)
ここで右辺 の第 工項 は リザベー シ ョン水準 のシ ョックにお ける生産性であ る。
また右 辺第2項 は解雇 しなか った場合 は解雇 コス トTを 負担せず にす み,そ
のこ とによる リター ンを得 る ことを意味す る。右辺の第3項 は雇用関係 を維持
し続 け る ことか ら得 られ る生 産性 で あ り,い わ ば雇 用維 持 の オ プシ ョンバ
リューであ る。 こ.の(17)式は雇用関係 を稚持す ることか ら得 る右辺3項 の和 は,
その機会 費用で ある左辺 に等 レい ことを示 している。また この式 は先 に述べ た
jobdestructioncondition.から得 られた ものであ る。
次 に,失 業状態の価値Vvに つ いては(8)式,(9)式,(10)式よ り,
・玲 一勘+(
、重苦)歪・・ 〔・8)
を得 る。先の(17>式とこの(18)式を見 る と,(17)式の右辺であ る雇用維持か ら
得 る利益 のパ ラメー ターによ る増加 は他 を一定 と した場合,ル 傾=四ん=θ)の
上昇,あ るいは1～Fや τの下落 を意味 す る。 また逆 に(17)式左 辺 ,つ ま り
(18)式の増 加は雇用維持 の機会費用が増加す ることであ り,雇 用契約解消の.イ
ンセ ンテ ィブを もたらす ために1～Fは上昇,あ るい は雇用の維持 か らよ り多 く
の利 益 を生.じさせ るこ とで雇 用 を継続 させ るた めに訓練 τの増加が生 じる。
もしくは θが..ドが る。
また,.自由参入条件 であ るvv=0と(9)式,(10)式,(12)式,(16)式か ら
5〕 怖 ω はLu・…ndS・ 。key[1989]p.54よ り一 意 に決 ま る.
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髪 一 ・・一の[1-R,.r+b]六・)一(・一s)[・(。・ η(・9)
を得 る。 これ は 怖=oと い う条件 の下導かれ るが,あ る職 と労働者 の組み合
わ せが成 立す る ときは この条件 が満 たされ てお り,jobcreationconditionと
言え る。 よって上式 はjobcreationconditionを表 した もの と言 える。 また,
この式は求人のための募集 費で ある左 辺 は雇用 す ることか ら企業力1得る利益 で
ある右辺 に等 しいことを意味す る。 よって右辺 ,つ ま り企業が得 る利益 がパ ラ
メーターに よって大 き くな乳ば他 を一定 とした場合,μ の定義か ら θ(=傭)が
大 き くなる。あ るい はRFの 上昇 につ なが る。逆 に左辺 の募集費が増加すれば
あ.る労働者 を解雇 して も将来他の労働 者 を雇用す るには多 くの コス トがかか る
ため に,解 雇 を控 え るよ うにな りRFは 小 さ くな りかつ 長期 の雇 用 は訓練 τ
の水準 も増加 させ るだろ う。 さ らには新 た な職 を作 らな くなるので θの下落
を招 く。
ところで,以 上で は訓練 コ示 トを考慮 してはいたが,.実際 にどの水準の訓練
を行 うか は明示的 に考えなか った。そこで,訓 練 コス トを負担す る企業 及び労
働者それぞれの当初の契約 時点で の効用最大化問題を通 じて この ことを考 えて
い く。
企 業が賃金交渉 の結果得 られ るネ ッ トの利益 は 聾。一C(τ)一レレで あ る。 し
たが って これ を最大化 す るよ うな τを求め る。..・方,労 働 者が得 る ネ ッ トの
利益 は 玲。一輪 であ り,同 様 にこれ を最 大化す る τを求め る。企 業に とって,
利潤最大化 の一.一階 の条件 は
(・一β・[1訓 ・… 一(・一s・α(・) (2⑪)







となる。上の(20)式,(21)式はそれ ぞれバ ーゲニ ングパ ワーに基 づいて 自らが
得 る限界生産性が同様 にバーゲニ ングパ ワーに基づ く限界費用 の負担 と等 しく
なることを示 している。 とい うの も,賃 金交渉の段 階で労働者 と企業 は各 々の
バー ゲニングパ ワーに基づ いて生産性の一部 を得て,な おかつ訓練 コス トを負
担す る。.よって,各 々の受益 と負担 の比率のみが異 な るだけで最適 な訓練の水
準は同 じにな っている。 ヒの式 に即 して言えば,雇 用契約が結ばれた ときの生
産性 は
[1誘『π・)(・ ・)
であ り,こ の うち1-sを 企業が得て,β を労働者が得 る。 この2つ の限界生
産性 がそれぞれ(20)式,(21)式の左 辺であ る。 ・方,訓 練 コス トも企業 が1一
βだ け負担 し,労 働 者が βだ け負担す る。 この2者 の限界的 な訓練 コス トが
それぞれ(20)式,(21)式の右辺で あ り,限 界生産性 と限界費用が等 しくな って
いる。 なお,こ の ことは企業 と労働者 の利益の和を最:大化す るための一階の条
.件 は2者 の限界 生産性 の和 と限界費用 の和が等 しくなる ことであ りそれは(22)
式 として表 され る こと,及 びこれ を満たす τはパ レー ト最適 な訓練 であ るこ
とも意 味す る。
一階の条件 について,左 辺 がパ ラメ}タ ーの変化 に よって増加 した場合 は τ
の増加,あ るいはRFの 増加 につ なが る。逆 に右辺の増加は τあ るい はRFの
減少 につ なが る。
最後 に失業率 を表す式 を導出す る。 このモデルで の失業率 は
露玉う(1一μ)G(1ヒF)一〃2(%,θ)(24)





と な る 。
企業 内訓練,調 整 コス ト及び雇用調整 〔1) (427)91
この モデ ルの均 衡 は 〔17)式,(18)式,(19)式,及び(22)式か ら τ,RF,θ
(あるい は λ)の 組 み合 わせ と して導 き出され る。以 下で は簡単 な数値 例 に
よって考察 を行いたい5㌔
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